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岡山県小田JII流域における水害予防組合の活動

内田和子
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1.はじめに

筆者は日本の主として近代において，水害常習地に設立され，国や府県と密

接な関係をもって治水事業を推進してきた公的組織である水害予防組合につい

て，その歴史や活動の実態等について調査した(内田 1994)0筆者の研究成果

に基づいて水害予防組合の概略を述べると，以下の通りである。水害予紡組合

は水害常習地の市町村が主体となり?区域内の土地や家屋等の所有者を組合員

として組合費を徴収しその敗源によって水害防御の活動を行う公的組織であ

る。組合の管理者はかつての郡長や市町村ー長で，組合の設立と改廃には府県知

事の許可が必要で、ある。組合費は租税に準じて徴収される O この組合は一部の

組合においては瀧獄・排水事業も兼営しながら，次の4つの機能を担って治水

事業の進展に寄与した04つの機能とは，府県営治水事業の費用の一部を負担

する，府県営利水事業の費用の一部を負担する，水防活動を行う，治水事業の

実現・充実の活動を行うである。

北海道を除いた府県における水害予防組合数は1907年には約700，1942年に

は463，1947年には218，1960年には106と減少した(内田 1994)。減少の原因

は主として治水事業の進展によると思われる。組合が多数存在した府県は新潟
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や披阜に代表される水害常習地域である。なお 北海道においては水害予防組

合が存在せず¥近代においては北海道土功組合法に基づく，治水と利水を兼ね

た組織である土功組合があった。

筆者は，全国でも水害常習地域として長年にわたり治水に苦慮してきた地域

を中心に調査・研究を行ってきた。しかし比較的災害が少ないと思われる県

においても水害予防組合は存在し地域の水害防御に大きな貢献をしてきた。

そこで，本稿では近代の水害や治水研究において注告されることがほとんどな

い岡山県を例に，水害予防組合の活動について報告し 地域社会の水害への対

応について分析することにする。なお，岡山県の水害予防ー組合については筆者

が若干の発表を行っているが(内国 1995a. b， 1999)，論文や報告書として

まとめられた例はなく，市町村史においてもその存在が報告されていない。

II.研究対象地域の概要と水害

1. 研究対象地域の概要

岡山県における水害予防組合数は1912年においては4，1942年においては 7

の数字が記銀されているにすぎない(農林省農政局 1943，内田 1994)。国 l

は1942年の岡山県において水害予防組合が存在した地域を示している O これに

よれば， 5つの組合が高梁川支JlIの小田jll流域に集中し，他の2つは今立jllと

足守川流域にあるO 小田川iは後述するように， しばしば水害を生じてきた河川

であり，他の 2jllも天井川として知られていて，特に近代においては水害の多

い河川であった。

小田JlIは幹j11流路延長72.9km，流域面積492.6km2の一級河川で，水源は広

島県神石高原町 (1日神石郡三和町)の育館詰高原である。岡山県井原市から平野

部に出て，小田郡矢掛町，倉敷市真備町ー (1日吉備郡真備町以下，真備町と記

す)を流下して高梁jllに合流する O 井原市から高梁川合流点までは，東西に走

る断層谷に沿って流れており，勾配が緩慢である。特に国産轄管理区間である

真備町分7.9kmの註向は，河床勾配が0.66/1，000ときわめて緩い。この緩慢

な小田JIIの勾配について，かつて福山方面に流れていた小田川を近役に福山藩

主が現在の方向に付け替えたためではないかという伝承がある。しかしそれ

を証明する文書はなく，真偽は不明である(小野 1996)。さらに小田川下流域
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本答予防総合名

1 今立JII
2. ，j、岡部中川村本線
3. 'J、出 ~''1'j IiHÈ主務
4. Ef館1郡箭UI村外二ケ村総
5 吉備郡jll辺村一ヶ村地内よiケ村主2

6. D日IUjJ摘出
i. !1J ~1 

図1 1942年時の向山県における水害予防組合の分布
(差是林省農政局(1943)より作成)

では，天井JIIである小田)11の各支川が低地を分断して排水を妨げている。その

上，増水時には高梁川本JII堤が決壊して高梁JIIからの水が流入することがあ

る。高梁川が決壊しなくても，合流点から本川の水が小田川に逆流して小田)11

が破堤や越水する。このような様々な自然条件が重なり，小田川流域の低地部

は水害常習地であった。これを裏付けるものとして，小田)111マ流域の低地部に

はかつては多くの堀上田が存在し本川の高梁)11付近の低地部には堤防の決壊

時に形成された押堀や砂入りも見られた。

2. 小関川下流域の水害

図2は小田)11下流域の代表的な大洪水で、ある1893年10月の洪水状況を示して

いる。この洪水で、は高梁JII本)11が決壊して小田JII下流域低地に氾濫水が流入し

た他，小田JIIも何カ所かで破堤し，その上，内水氾i監も生じている。真備町に

おいては，かつて神楽土手と呼ばれる，集落を取り巻いて防御する罰緯堤があ

った(閣3)。間続堤は岐阜県南部における輪中の堤防に代表されるような

水害常習地における治水策の lつである。神楽土手については，近世にこの地

を領有した伊東氏(石高 l万343石)が蚊皐県の輪中地帯にも約 2千石の飛び

地を存し， この地での治水工事と小罰則の治水工事に向じ人物が携わっている

ことから，岐阜県の輪中との関連性も推測できるが，それを裏付ける資料はな

い(宮沢 1984，内田 1999)。なお，伊東氏の陣屋が置かれた岡田の集落も北

部を丘陵につなげた形式の閤競堤で防御されている。
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表1 真備町における1893年洪水の被害手

!日村名 流失戸数 全壊戸数 半壊戸数 浸水戸数 i弱者記者 一時炊出給与者数

問団 12 52 95 210 5 1，074 

)11辺 182 21 37 21 54 1，219 

二万 5 13 52 80 356 

呉妹 4 7 19 85 312 

箭田 6 34 75 103 4 873 

l盗 4 10 3 134 2 668 

(穏井岡) 3 52 6 143 3 444 

213 137 281 633 65 4，502 

言j'(合総井田) 216 189 287 776 68 4，946 

穏井関村のうち，大字服部が真市iIll!lJに合併した

「明治廿六年十月十凶日岡山~下道郡水災概況潟申脅J (永1111971)より作成

次に， 1893年洪水の様子を!日JII辺村(現，倉敷市真備町JII辺，以下，JlI辺集

落と称す)を例にして記述する。!日山陽道の宿場である川辺集落は中心部が自

然堤防上にあり，さらに神楽土手によって周囲を圏まれている。そのため，中

小規模の洪水で、は浸水を免れるが，高梁]11の決壊による大洪水では防御しきれ

ない。 1893年の洪水では， JII辺集落に接近した位霞で高梁]11の右岸が120隠

(約218m) にわたって決壊した。その他小田JIIも何カ所かで決壊している。

高梁川の決壊地点にほぼ隣接した]11辺集落では182戸の家毘が流失しその一

部は高梁JII河口から瀬戸内海に出て，遠く塩飽諸島や丸亀にも達した。この時

の被害の詳細は， 1893年11月 1日に当時の下道郡長が記した水災の概要から

備町分を抜き出して示すと表 lの通りである。当時のJII辺集落の戸数は不明な

がら， 1868年時の戸数は285戸，うち宿場地区が211戸とあり(粕谷 1988)， 

f真備町史jではJII辺の世帯数が384で19棟を残して流失とある(真備町史編纂

委員会 1979)。したがって， 1日山陽道のJII辺の宿では211戸の家屋のうち182戸

が流失し 19戸が残ったという凄惨な被害を受けたことになる(表1)。

その後，後述のように高梁111本JIIの河川改修が進展し高梁JII本JIIの破堤は

見られなくなった。しかしながら，小田JII下流域の地形的な条件は変化しない

ため，第二次大戦後になっても小田川下流低地の洪水は続いた。 1972年7月に

は梅雨前線の豪雨により，小田川の破堤と内水氾i監が生じた(閤 4)。この洪

水による被害は真備町では床上浸水31戸，床下浸水369戸，浸水面積3.85km2

であった。 1893年の洪水時に比べれば，高梁川の決壌がないため，浸水面積は

水利科学 No.:¥20 2011 
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(関山県王吉備郡真備町(1977)と現地調査により作成)

小さいが，それで、も小田川iの低地の多くが浸水している。 1976年9月にも台風

17号の降雨によって小田}IIT流部の破堤や内水氾i監が生じ，真備町では建物半

壊4戸，床上浸水79戸，床下浸水375戸，水田流失・埋没2ha，水田冠水

656haの被害を受けた。この洪水により，後述の東組合区域ではlO日以上湛水

して，水稲が全滅した。思 5はその際の真備町における浸水状況を示してい

水平IJ科学 No.320 2011 
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る。浸水面積は1972年の洪水時より拡大し，いまだに低地の浸水が解消されな

い状況を示しているO

E 真備町における水害予防組合の概要

1. 水害予防組合の設立

小田川下流域の真備町の地域には， 1897年に水利組合条例に基づいて，岡山

県吉備郡)11辺村外二ヶ村問地内四ケ村水害予防組合 (1945年に吉備郡J1I辺村外ニ

ヶ村地内三ヶ村水害予紡組合と改称， 1951年に吉備郡大f龍村外ーケ村水害予防

組合に改称，さらに1952年には真備町東水害予訪組合と改称，以下，東組合と

略記する)と，吉備郡箭田村外ニヶ村地内三ヶ村水平iJ組合(1952年の町村合併

により真備町西水害予防組合と改称，これ以前に年代は不明ながら吉係郡箭田

村外二ヶ村地内三ヶ村水害予紡組合と名称変更 以下， im組合と略記する)が

設立された。その直後に(正確な年度は不明)吉備郡原田耕地水害予訪組合が

設立された(1952年に真備町原田耕地水害予防組合と改称，以下，原田耕地組

合と略記する)01908年の水害予防組合法の施行により，改めてこれらの組合

は正式に水害予防組合として認知された。 1942年の各組合の組合区域面積と組

合員数は，東組合が244町 546人，西組合が136.37町， 75人，原田耕地組合が

28. 60町， 48人である。さらに， 1956年にも真備町西南水答予防総合が設立さ

れている(国 6)。なお，組合の名称変更の理由は町村合併である。

これらの組合の管理者は前3組合の場合は，当初は吉備郡長であったが，

1926年の県司11によりそれぞれ川辺村長，箭田村長，蘭村長になり，町村合併に

よる真備町成立後は真備町長となった。西南総合は当初より真備町長であっ

た。

これらの組合の目的は小田J1Iと小田JII支川による水害の防御および、悪水樋管

の保護・修繕であるのに対して，原田耕地組合は瀧i銃・排水の利水事業も兼営

であった。これらの組合の設立は1893年の大洪水を契機としているものの，そ

の後の聞や岡山県による高梁川本)11と小田JIIの河川改修事業との関連も深い。

すなわち， 1893年洪水後の1907年から開始されて1925年に終了した高梁)11の内

務省産轄工事は，当時の小田JII合流点付近から東高梁川と陵高梁川の2J11に分

流して瀬戸内海に住いでいた高梁JIlを，倉敷市沼津より下流の来高梁川を廃)11

水事i科学 No.320 2011 
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図6 真備町における水害予防組合の分布
名称と組合区域は解散直前のものを示す

(各水祭予防総合資料より作成)

にして，沼津から東高梁)11を水江にて商高梁JIIの流路に導く現在の流路に変更

した。合わせて河道幅を拡大して 堤内から10mも高い堤肪の整備を行った。

高梁川の河川改修事業に続いて，高梁JIIと直結し本川の背水の影響を大きく

受ける小田)11についても，岡山県によって1919年から1952年までの間に，合流

点から井原市の日芳橋までの改修が実施された。しかし上述のように，小田

川のもつ地形的条件や高梁)11との合流等の条件があいまって，洪水に対する安

全性が飛躍的に向上する段階には至らなかった。そのため，小田JII下流域の住

民は水害予防組合を通じて，県による治水事業の充実を求めつつ，自衛手段と

しての水防活動を継続していく必要があった。また，当時は，県によって建造

された堤防等の河川構造物であっても，維持・管理は地元に任されていた事情

もある。なお，向山県はこれ以降の1976年からも，直轄度開より井原市までの

26.3km分の改修を順次，実施している。

2 水害予防組合の概要

次に，真備町における水筈予防総合の概要を述べるが，商組合については次

章にて詳述し原田耕地組合についても西組合との関連で次章にて記す。した

がって，本節では東組合と西南組合についてそれぞれの概要を記すことにす

水利科学 ;ぜ0.320 2011 
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る。

東組合は真備町東北部の小田JlI左岸i&いで支川の末政JlIより東部の地区を組

合区域としている。 1972年度の組合資料によれば，組合の目的は末政川東堤防

の保護・修繕，悪水樋管の保護・修繕，悪水滋のi如来・改良・修繕となってい

る。解散防近の資料しか残存していないため，設立時の目的については定かで、

はないが，次章で述べるように，設立時には小田)11堤防の水防活動の目的が入

っていたと思われる。

解散防近の組合資料に組合毘域面積の記載はないが，賦課対象国穫は1968~

73年度において239.O~264. 7h乱である。この数字は，前記の1942年当時の組

合面積とおおむね同じなので，解散間近の組合区域面積は賦課対象国穂とほぼ

同じと思われる O 賦課対象区域は 1~4 の 4 等級に度分されて， 32~195円の

反別賦課が行われていた。等級区分の資料も残されていないが，組合会の議員

や常設委員の記述から，第 l区が関田，第2区が辻田，第31Rが)11辺，第41R

が有井の地区と思われる。しかしながら， 4つの区ごとの賦課比率は不明で、あ

る。組合員は1968年度で681人となっている。また，組合の財産として，水間

活動用の水間倉庫 1棟と舟H型があった。
真備町の水害予防組合のうち 1956年に設立された西南組合はそれまでの 3

つの水害予妨組合区域でカバーされていない，小田)11右岸と支JIIの真谷川流域

に存在した。具体的には真備町服部地区と旧倉敷市服部地区の63.9haを組合

区域とし総合員は 1968年頃で 148人であった。 1968~73年度の賦課金は反別

の均一賦課で年度ごとに 150~250円であった。この総合の目的は，大字服部地

内の小田JII右岸堤防と支JII真谷JII右左岸堤防の保護 改築，修繕，大学服部地

内の悪水樋門の保護・改築・修繕 排水路のi創業に加え，地内のため池である

弥潟地，関屋i也八高池の堤妨・用排水銘等の保護・改築とある。すなわち，

商南組合は治水に利7J(の自的を加えた水答予防組合として設立されたように思

える O 一方で、，商南組合の存在は，大正年間から始まり 1952年に終了した小田

JIIの県営治水事業によっても，まだ小田JIIの水害危険度は大きく低下すること

なく，地域住民は自ら水防活動や内水氾濫対策によって自衛せざるを得ない状

況を表しているとも言える。ちなみに，前記のように真備町の小田川流域にお

いては， 1972年や1976年にも大きな水害が発生しているしそれ以降，国や県

によって湛水防除事業によって排水機も次々と設置された。
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N. 真備町における水害予防組合の活動と特色

1. 西組合の活動と斌課金

真備町における水害ー予防組合の資料は多くが散逸しすべての組合について

設立から解散までの過程をたどることは不可能である。この中で. 1950年代を

中心として比較的多くの資料が残存している西組合を例に，真備町における水

害予妨組合の活動を述べることにする。

西組合は1953年時の資料によれば，組合区域面積177ha，1968年度の組合員

数340人である。 1952年11月の組合会議決により，高馬Jlll2J、西の地区が組合区

域に編入されているので それ以前の組合区域間積は約134-135haと思われ

る。

1952年度の組合規約によれば，組合の目的は水害予防に関係のある土木事務

を共同で処理するために 組合医域内の末政川右岸堤防・高馬J11右左岸堤妨・

内山谷川左岸堤i坊の保護・改築・修繕を行う 排水樋管の保護・改造・修繕，

排水溝渠のi如来・改良・修繕，箭田地区のため池・中之池の西堤訪を新設・保

存し，ため池から高馬川に通じる排水路のj如来・改良・修繕，組合区域内の高

馬川のi如来・砂止め堤防修繕を行うとある。設立当時の資料が失われているた

め推測の域を出ないが，まだ県営の小田川改修事業が終了していない大正期の

同組合の事業;には，小田川の水防事業が含まれていたと思われる。その理由は

次節で述べる。

西組合の組合費は反別に賦課され，課率は毎年，組合会の議決を経て定めら

れている。 1952年度の組合費は高馬川以東の135.4haに対して反別(lOa当た

り)170円で賦諜され，合計で230.180内が徴収され，この他に家盟賃貸価格別l

賦課として賃貸価格合計8，957円に対して l円当たり40銭の賦課がされ，この

合計は3，582円であった。 1953年度と54年度は組合区域を高馬JII以東 (D)，西

箭白 (C)，呉妹本郷 (B)，呉妹西郷 (A)の4つの地区に区分して，それぞ

れ前年の浸水実績に応じて比率を変えた賦課が行われていた(図 7，表2)。

この他， 1953年度では賃貸価格合計8.800円に対して 1円ごとに40銭， 54年度

では賃貸価格合言i-9，800円に対して l円ごとに40銭で家屋割の賦課がされ，そ

れぞれ3，520円， 3，920円の賦課金が般収された。その結巣， 1953年度の組合費
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。 1 2km 
」

組合|主域

総合内地区区分 A~D

避難場所 ヒ

水i応念JiII ム

tjifiP~ 0 
水防儀所 x 

1817 真備町西総合の地区区分と水防関連施設
(真備町西水答予防組合資料より作成)

表2 真備町西総合における組合費の獄謀

1953年度

地区 賦課llii綴 斌E果金 斌課比率 家屋調j

潟潟)11m東 130.0ha 140内1l0a l 40銭!I司

西官官EB 20.0 220 1. 57 

呉総本郷 8.0 315 2.25 

呉妹西郷 19.0 190 1. 36 

1954年度

地区 賦課題積 賦課金 目武認比率 家屋割

高鳥川以来 133.9ha 137円1l0a 1 40銭/円

il!i箭図 20.0 265 1. 93 

呉妹三ド郷 5.8 275 2.01 

呉妹西郷 15.6 350 2.56 

真備町il!i水害予防組合資料より作成

総綴は300，820円 (1985年換算価格で1，430，699円)， 54年度は310，513円(伺じ

く1，423，392円)であった。なお，家屋割の賦課は家屋数の多い高馬JII以東に

おいてのみで1965年頃まで行われていた。

組合区域の4つの地誌では，水害の程度の大きい地区ほど組合費の負担割合

が大きく設定されている O こうした組合費の斌諜方式は水害予防組合にもっと

もよくみられる賦課方式といえる(内田 1994)。この賦課方式をとる水害予防
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組合では，池亙ごとの組合費の等級区分には組合費のもっとも低い等級を Iと

すると，次の等級はその 2倍，さらに次の等級ではその 3倍というように，一

定比率で等級が定められ，組合費そのものも年度ごとには変動しないのが一般

的である。しかし商組合では，前年の水害の程度に基づいて毎年，地底ごと

すなわち等級ごとの賦課率を変えている。たとえば 4つの地区の被害に大き

な差がみられなかった年度では，東側から西側の地毘の}II買で組合費の比率が

1.4: 1: 1.2: 1.3であったり，被害根度が大きく異なった年度では，同様の

並び順で4.4: 1 : 3. 6 : 4. 7となったりしている。こうして賦諜された組合費

の総額は年ごとに変動があるが， 1985年価格に換算すると87万円から170万円

ほどで，総合員 l人当たりの年平均額では2，561~5， 000円， 1反当たりの年王子

均額では531~907円であった。

この組合費によって行う組合の事業のうち，堤防を防御する水妨活動では長

年の経験を集大成して策定されている組合の水訪計闘に基づ、き，水位の観測方

法・通報の手}II買，増水時の出動態勢，出動場所，堤訪の防御方法，住民の避難

場所，避難経路，減水時の対応，水防倉庫の維持管理・使用方法等の具体的か

っ詳絹な取り決めがなされていた。特に，高梁JIIの増水により小田川が逆流

しさらに天井JIIである小田川の支川に水が遡るのをくい止めるために，小田

川の水位をみながら支川合流部にある樋門(関門)に板を差し込んで樋門を閉

鎖し，減水時には水位の下降に合わせて開放する操作は特に難しいものであっ

た。

定められた規約の下で、の水害予防組合の組織的かっ綿密な水防活動は，岐阜

県の輪中ごとに組織された水害予防組合において模範的な倒がみられる(内田

1994)0真備町の組合にも，岐阜県の輪中に準じた水i坊システムがよく発達し

ている O 岐阜県の水害予妨組合の場合は河川堤防の防御に専念しているのに対

して，真備町の組合の;場合は，堤防の防御に加えて 支川への逆流をくい止め

るために重要な樋門操作が行われることと，住民の避難関係の取り決めが定め

られていることに特色がみられる。なお，こうした水防活動を行うために，百

組合では水防資材を備蓄する 5棟の水防倉庫と 2艇の舟を所有していた。

2. 水害予防組合による県営治水工事費の分担

真備町の水害予防組合では水防活動と排水路の波諜・修理にみられる内水対

策の他に，重要な事業として県営河川改修事業の事業費の一部負担が行われて
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いたと思われる。小田川の河川改修事業が開始された大正年間の記録は当時，

存在していた 3つの水害予防組合のうち 東組合と商組合の大正年開の資料が

欠落しているため断定はできないが残存している原田耕地組合の当時の資料

からはそうした活動が確認できる。

すなわち，原田耕地組合では， 1921-24年度の真備町域に該当する地域での

県営小田JII改修事業に伴い，同組合区域内の堤訪敷地を組合が買い上げて県に

提供している。このため，原田耕地組合は当時の金額で32，000円 (1985年換算

で約3，244万円)の起債を行い，その償還期間の組合費は最高で反当たり平均

17，210円/年 (1985年換算値)となっている O この起債の銀行への償還は，

1924年4月から15年間にわたった。 22年度だけでも組合から寄付された土地は

I町8反6畝3歩と記されている。 24年度の決算でも通常の反別割7円70銭~

8円77銭の賦課の他に，追加徴収として， 19町8反6畝1歩に対して反別5円

64銭の賦課がされ， 26年度では反別13円70銭-16円の賦課がされている。当時

の原田組合の組合医域は21年度において29町5反であり，うち221l1J5反に対し

て反別 l円， 7町に対して反別50銭，この他，臨時費として前者が反別75銭，

後者が48銭となっている。 19恕-26年度の賦課芭分も21年度と向様に 2等級の

皮別賦課で，それぞれの等級の面積は21年度とほほ同じである。ただし原田

耕地組合の場合は，高い斌課がされる22町5反は賦課の根拠が水害の程度では

なく藍斑用水を常に小田)11から引水するため，用水路の波探と堰堤費を要す

ることによっている。残りの7町は千魁時に眠り小田)11から引水するま也涯であ

るO

L県営改修工事の対象となった小田)11堤防は当然，東組合と商組合の区域内に

もあって工事が実施されているので おそらく東西の2組合においても工事の

費用負担が同様に行われたと想像できる。近代においては，県営の河川改修事

業が実施される際に，工事実施地域の水害予防組合が工事費の一部を負担する

ことは当然のことであり，地元住民の一部費用負担によって工事が実現できた

例は多い(内田 1994)0したがって，真備町における 3つの水答予防組合は水

訪活動に加えて，治水工事費の分担も行っていたと考えられる。

3. 水害予防組合の解散

真備町の水害予訪組合のうち，東，商，西南の3組合は1974年に解散し原

田耕地組合は根拠となる資料がないものの 昭和初年代後半に解散したと
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れている。原田耕地組合の解散は. 1949年に水害予防組合法と土地改良法が制

定されて治水と利水が完全に分離され，問時に組織としても治水を目的とした

水害予防総合と利水を呂的とした水利組合，土地改良区に分離していったこと

と深い関連を有すと思われる。おそらく 治水事業とともに，瀧蹴・排水とい

う利水事業を兼営することが困難になり，解散したと推測される。

これに対して東，西，西南の3組合の解散理由は，県に解散を申請する資料

が残っていたため，明確で、ある O 理由は大きく分けて 3点ある。第 lの理由

は. 1967年に新しい河川法が施行され，それに基づき小田)11が l級河川に指定

されたことにより，それまで組合の業務であった小田川の堤防や描門の管理が

国や県に移った点である。第2点は，町村合併により.3つの組合区域すべて

が真備町 l町域に入って，組合IR域は2つJ;!、上の市町村にまたがるという水答

予防総合法の規定に合致しなくなったことである。そして，第 3点は，排水路

の維持管理を組合員である特定の住民の負担によらず，町の負担にすべきとい

う意見が強くなり，その業務は町の予算により行われることになった点であ

る。なお，西南組合の事業のうち，ため池関係の業務も真備町と服部水利組合

とが行うことになったため，その点においても水害予助組合の必要性がなくな

った。

V. おわりに

真備町における小田JII下流域低地は，主として地形的条件からしばしば洪水

を受ける水害常習地であるO 近代における高梁JIIの国直轄の改修事業により，

高梁)11の決壊による洪水は免れるようになったものの，増水時の高梁jけからの

逆流や小田)11とその支川の地形的要因に起罰する洪水は続いたO そこで，地域

住民は小田川と支川の堤防によって区分されるブロック毎に水害予防組合を設

立して，高梁)11の河川改修事業に遅れて開始された小田川の県営治水事業の費

用分担を行うことでその推進をはかった。しかし県の治水事業では，堤防の

築堤や一部の河道変更などが実施されたものの，小田川下流域低地の水害は続

き，また近代においては堤防等の維持管理も地元地域に任されていたこともあ

って，引き続き水防活動を中心とした治水への取り組みを行ってきた。小田川

が1967年の河川法により l級河川の指定を受け，真備町分の小田JIIは閣の直轄

管理区間となった。そのため 堤防や支川合流部の樋門(関門)等の維持管理
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は行政の役割へと移り，あわせて町村合併によって水答予防組合の区域がすべ

て真備釘 I阿のほ域になったことを主たる理由として，水害予防組合は解散し

た。

真備町の小田川下流域低地には. 1972年の洪水を契機として内水を排除する

排水機が設置され，この動きは1976年の洪水後に加速されて.7つの排水機場

が設置されている。町管理の6つの排水機はi臼真備町においては町の湛水防除

施設管理規則と湛水訪除施設運転操作規定によって運転されてきたが，小田川

が大増水してきた器には排水機を停止せざるを得なくなる。真備町は倉敷市や

総社市に近議し. 1999年には第三セクターの井原鉄道井原線、が町内を横断する

形で開通したこともあってベッドタウン化している O 特tこ，小田JII低地を通る

国道486号線沿いに人口や家屋数が増加している。 1960年時の真備町の人口は

13，414人であったが. 2009年では23，285人 (2005年に倉敷市に編入合併したた

め，倉敷市真備地区の人口)である O 以上のように，人口が増加している小田

川下流低地においては，浸水被害が危倶されている。

2010年に策定された国土交通省高梁)11水系河川整備計画では，小田JIIを!日高

梁JIIの流路であった柳井原貯水池に導いた後，現在より 4.6km下流で高梁川

に合流させる計間が示されている。この計闘が実行された後には小田JIIの洪水

は緩和されるはずであるが それまでの期間の危験性は依然として考痛されな

ければならない。

真備町の水答予防組合が廃止されてから，はや40年近くの年が経過した。い

まだ、に水害の発生が心配される真備町において，かつて先人が水害予防組合の

活動を通して築き上げた見事な水防の英知に学び、 災害に備えてほしいもので

ある。

[付記]

本稿の骨子は1995年日本地理学会春季学術大会で発表した。本稿で、の水害予

防組合に関する現地調査は主に. 1994年に行った。その際，当時の真備町農業

水利団体協議会の式政二郎事務局長には大変お世話になった。きわめて遅まき

ながら，記して厚く御礼申し上げる次第である。
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